
 

 

 

「事業場における労働者の健康保持増進のための指
針」が改正されました 

事業場における労働者の健康保持増進のための指針の一部
が改正され、令和５年４月１日から施行となっています。厚生
労働省からは、通達「「事業場における労働者の健康保持増進
のための指針の一部を改正する件」の周知について（令和５年
３月 31 日基発 0331 第１号）」が公表されています。 

◆指針について 

この指針は、労働安全衛生法の規定に基づき、事業者が講ず
るよう努めるべき労働者の健康の保持増進のための措置が適
切かつ有効に実施されるよう、当該措置の原則的な実施方法に
ついて定めたものです。 

◆改正の理由 

①加齢に伴う筋力や認知機能等の低下が転倒等の労働災害
リスクにつながること等を踏まえ、労働者の健康状況の継続的
な把握等、労働者の高齢化を見据えた取組みについて明確化す
るため、また、②40 歳未満の労働者について、事業者と医療保
険者が連携して健康保持増進対策をより効果的に推進できる
ようにするための改正です。 

◆改正の内容 

筋力や認知機能等の低下に伴う転倒等の労働災害を防止す
るため、体力の状況を客観的に把握し、自らの身体機能の維持
向上に取り組めるよう、「転倒等のリスクを確認する身体機能
セルフチェック」「加齢による心身の衰えを確認するフレイル
チェック」、「移動機能を確認するロコモ度テスト」等を実施
することが考えられる旨、規定されました。 

また、健康保持増進対策の考え方として、事業者は医療保険
者と連携したコラボヘルスの推進に積極的に取り組んでいく
必要があること、労働安全衛生法に基づく定期健康診断の結果
の記録等を積極的に医療保険者と共有すること、および当該記
録等は電磁的な方法で保存および管理させることが適切であ
ることを明確化しました。第１号）」 
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健康診断にプラス！「がん検診」の受診勧奨で従業員
を守る！ 

◆ぜひ「がん検診の受診の啓発」を！ 

 健康診断を実施する企業も多い春先のこの時期、従業員に「が
ん検診」をあわせて受診するよう勧める取組みを行ってみませ
んか。 会社での健康診断は、一般にがんの発見を目的とした
ものではありません。会社の健康診断の目的は、大きく分けて、
業務内容に関連して注意すべき病気の有無をチェックすること
と、生活習慣病の予防を行うことです。つまり、会社の健康診
断で問題なしとの結果が出たとしても、がんの心配がないわけ
ではないのです。 がんに罹患する方の３人に１人は、20〜64

歳の働き世代です。医療技術の進歩により、がんの治療をしな
がら働き続ける方も増えており、企業も積極的に「がん対策」
に取り組むことが望まれています。その取組みの１つとして行
いたいのが、「がん検診の受診の啓発」です。 

◆受診啓発のための取組み 

 具体的には、企業が行っている健康診断にがん検診を取り入
れたり、健康診断とは別にがん検診を受診するようすすめたり、
がん検診の効果についての情報を提供したりして、受診率の向
上につなげます。安心してがん検診を受けてもらうためには、
精密検査が必要となった場合の受診のフォローについての体制
を整備し、周知することも大切です。 

◆受診啓発が受診率を高め、従業員を守る 

 受診率を高めるため、がん検診の費用を企業が負担するとい
ったところも出てきています。しかし、特に中小企業では、そ
こまではなかなかやれないというところも多いかもしれませ
ん。 

この点、先行事例が集積されるなかで、受診率向上のた
めに有効なのは、実は受診勧奨の取組みである、というこ
とがわかってきました。予算がなく、費用の負担までは難
しいという企業でも、別の対策で、十分受診率を向上させ
られる可能性があります。 

早期発見・早期治療できれば、がんは決して怖い病気で
はありません。従業員の健康を守るため、ぜひがん検診の
受診勧奨の取組みを始めましょう。 

5 月の税務と労務の手続提出期限［提出先・納付先］
10 日 
○ 源泉徴収税額・住⺠税特別徴収税額の納付［郵

便局または銀行］ 
○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降

に採用した労働者がいる場合＞ 
［公共職業安定所］ 

15 日 
○ 特別農業所得者の承認申請［税務署］ 
31 日 
○ 軽自動車税（種別割）納付［市区町村］ 
○ 自動車税（種別割）の納付［都道府県］ 
○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 
○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 
○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安定所］ 
○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者で

ない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 
［公共職業安定所］ 

○ 確定申告税額の延納届出額の納付［税務署］ 


